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４）－２ 建設作業者の減少・高齢化に対応する建築生産の 

生産性向上技術の開発に係るＦＳ【持続可能】 

Feasibility study on technological development for the improvement of building 
construction productivity under the condition of construction workers' decrease and aging 

（研究開発期間 平成 28 年度） 
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This feasibility study is intended to indicate a direction of effective R&D for improvement in building production 
productivity, and it is conducted review of industrialized, complexed or informated construction method during 
from the rapid growth years to post bubble economy period, review of the latest R&D status of computerized or 
streamlined construction, and review of macro-economic analysis relevant to condition of construction workers' 
decrease and aging. 

 

［研究開発の目的及び経過］ 

建設作業者の高齢化に伴う退職者の増加に対して、

若年者の入職率が低迷しており、建設作業者の減少と非

熟練化が進行している。建設業における労働生産性の向

上のためには、需要調整、重層構造の改革、生産の工業

化といった方策があるとされる。このうち、需要調整、

重層構造の改革は、産業構造を抜本的に見直す方策とし

て有力な対策であるが、一方で、生産の工業化は、建設

作業者が減少・高齢化が進む中で、高齢熟練者が引き続

き建設作業に従事できる環境を整える、現役作業者の生

産力を向上させる、あるいは、従来は建設作業に従事で

きない層への入職可能性を広げるといった、前２者と比

較して短期に効果発現を期待できる方策であると言える。 

このような状況を踏まえ、建築分野における生産性

合理化の効果的な、ハード、ソフト両面の技術開発の方

向性について検討することを目的として、高度成長期に

おいて実施された工業化生産、複合化工法や、いわゆる

バブル経済期以降に行われた、情報化施工、構工法の合

理化等に関連する研究とその成果の達成と、建築のみな

らず、他省庁等における包括的な取り組みを含めた、最

近の情報化施工、構工法の合理化等の研究開発等に関す

るレビュー、および、建設労務に係るマクロ分析等の成

果についてレビューを行い、その総括を行った。 

［研究開発の内容］ 
調査方法は図 1 に示す 3 つのパートに分け、それぞれ

ヒアリング、書誌情報等の調査を行った。なお、図 1 に

示される以外のヒアリング、文献調査等も実際には行っ

ている。 

(1)建築分野の過去から現在に至る情報化施工、構工
法の合理化等の研究開発等に関するレビュー

①生産技術の発展過程、取り組むべき課題と今後の展望につ
いてのヒアリング調査（ゼネコンOB）

②ゼネコン技術研究所における近年の具体的開発事例のヒア
リング（ゼネコン技研）

③施工BIMの展開に関するヒアリング（ゼネコン建築管理本
部）

④施工合理化と施工管理実務の関連に関するヒアリング（ゼ
ネコン生産推進部）

⑤第4回 Government BIM Symposium、中国建築科学研究院
(CARB)調査による知見

(2)他分野の情報化施工、構工法の合理化等の研究
開発等に関するレビュー

①経団連「Society5.0実現部会」／インフラ・インフォマティクス
の提言

②i-Constructionの開発経緯に関するヒアリング
③CIM導入推進委員会の検討意見

(3)建設労務等に係るマクロ分析等の成果等に関す
る調査

①建設労働人口のトレンドと方向性に関する報告書等のレ
ビュー

②建設作業者の労働生産性に関する報告書等のレビュー
 

図 1 調査研究対象分野と具体的な調査対象項目 
 

［研究開発の結果］ 
(1)建築分野の過去から現在に至る情報化施工、構工法の

合理化等の研究開発等に関するレビュー 
①、②のヒアリングより、生産技術の発展過程につい

ては、1980 年代までに現在の技術の原型が確立し、以降

は、材料・機械・情報技術の発展進化に伴い多様な展開

がなされたという基本的な流れがあること。技術の発展

展開は、「超高層」であれば「鉛直方向」、「多工区同

期化」であれば「工事のモジュール化による規模の拡

大」、「工業化構法、混合構造による複合化構法」であ
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れば「施工法の再構成」といった、フロンティアの拡大

と捉えることができることが示された。また、ロボット

による省人化・自動化の過程は、単作業の置き換えから

始まり、1990 年代中盤の全天候型施工で一応の完成を経

て、その後出現する、物流管理システム、多工区同期化

施工システム、解体工事システムにその要素技術がダウ

ンサイジングされ、建築生産の管理活動・管理技術は、

伝統的な管理技術・手法をベースに、1990 年代中盤に

2D/3DCAD、携帯端末、ネットワーク、画像利用のリア

ルタイム管理技術が出現し、BIM により設計図・施工図

の統合化が実現されようとしているという認識であった。

また、①のヒアリングにおいて、今後の課題として、

BIM によるコンカレントな建築生産が可能となりつつあ

る中で、「性能保証型設計施工における「ものづくり方

法論」の整備」が求められ、BIM と連携した管理技術の

向上と既往技術・手法の洗練、活用が必要であるという

言説が得られた。 

③のヒアリングでは、熟練工減少化における施工管理

の観点から施工合理化手法について、単純で出来高の高

い部分を工業化する従来の方法ではなく、複雑な部分を

工業化して作業の熟練度を下げる、あるいは、主要工種

を軸とした他工種の一元化を行うという柔軟な発想によ

る施工合理化を行う一方、品質管理の負担が大きく、ノ

ウハウが集約される内勤の管理部門の労務が増加する傾

向があるという指摘があった。また、④の調査では、①

の今後の課題とされた BIM を基盤とした建築生産手法

が、海外ですでに具体化されつつある状況を把握した。 

(2)他分野の情報化施工、構工法の合理化等の研究開発に

関するレビュー 

 ①の資料では、スマート建築生産に関する目論見が示

されており、設計段階から施工段階について、工業化住

宅等で既に実現しているクローズドな生産システムを、

BIM/CIM 等のオープンな情報基盤上で展開する生産シス

テムと捉えて（＝「みなし工業化工法認定」）、型式適

合認定に準じた建築確認審査手続きの適用を行う可能性

がありうること、②のヒアリングからは、施工結果の資

料作成・提出方法の規定、監督、検査時の確認方法を規

定しており、かつ、電子納品要領の策定が事業の推進に

寄与し、③の言説の中にも要領策定が重要である旨の意

見が表明されていた。 

(3)建設労務等に係るマクロ分析等の成果等に関する調査 

①の資料では、おおむね今後の就業者数減少のトレン

ドが示された上で、建設業の生産高を維持するためには

バブル期を超えるかつてない生産性向上が計算上必要と

なり、就業者数の維持が必須であるという認識が示され、

新しい職層を ICT 技術で開拓する展望が示されていた。 

②の資料では、調査時期はやや古いが、工種の違いや

生産性に対する作業者側の意識の良否に対して、IT によ

る生産性向上への期待度の多寡が示されており、現状に

問題が無いとする層は、IT への期待度は高くないが、問

題があるとする層に IT への期待度が高い結果が示され

ていた。この結果は、熟練技能者の減少局面において現

状に対する問題がより顕在化する過程においては、IT へ

の期待が増加すると示唆される内容である。 

(4)調査結果の総括 

 上記の調査結果をまとめると次のように総括できる。 

① これまでの技術発展の過程 

・工業化や機械化による施工現場の生産性向上技術は、

バブル期に基本的な技術が確立・統合化されたものが、

ダウンサイジングにより汎用化し、リアルタイム技術

と融合してきている。 

・工業化や機械化による施工現場の生産性向上技術は、

単に単位生産量を増大するという目的ではなく、品質

の維持に使用するなど、その時々の社会的目標に柔軟

に対応させることがすでに行われている。 

②現在または今後の懸念 

・建築分野では、2020 年以降、建設投資が減少すれば労

務のひっ迫は解消するものの、その技量は低下するこ

とを懸念している。 

・現場における工事管理は、専門工事業の役割が大きく

なっているといえるが、管理能力の低下も懸念される

ことにより、内勤の管理部門にその能力を集約せざる

を得ない状況がすでに表れている。 

③他分野あるいは外国の取り組み 

・ICT 技術、BIM 技術の発展に伴い、これまでの生産性

向上技術を、新たなプラットフォーム上に構築できる

技術基盤が整い、実際の現場で適用されてきている。 

・土木分野では、特に効果の大きい土工事で、情報化施

工（i-Construction）を始め、設計、施工、電子納品、

検収に関わる制度基盤を整えている。建築分野におい

ても、情報化施工による工事管理・監理の合理化・高

度化を進めることで、中間管理部門の生産性向上と品

質の向上をもたらすことが可能である。 

④将来の展望 

・Society5.0 が想定するスマート建築システムは、設計

段階から施工段階について、工業化住宅等で既に実現し

ているクローズドな生産システムを、BIM/CIM 等のオ

ープンな情報基盤上で展開する生産システムと捉えて

（＝「みなし工業化工法認定」）、型式適合認定に準じ

た建築確認審査手続きの適用を行う可能性がありうる。 


